· バターの同時契約による輸入業務委託・売渡要領

〔平成20年６月27日付け20農畜機第1367号〕
改正　平成21年４月１日付け20農畜機第4955号

平成23年８月３日付け23農畜機第1930号

平成24年１月31日付け23農畜機第4344号

平成24年12月18日付け24農畜機第3830号

平成27年１月19日付け26農畜機第4379号

平成27年５月26日付け27農畜機第970号

平成28年９月30日付け28農畜機第3314号

平成28年12月20日付け28農畜機第4768号
　　平成30年３月26日付け29農畜機第6560号
　　平成30年12月14日付け30農畜機第5128号
　　平成31年３月27日付け30農畜機第7461号
令和元年９月27日付け元農畜機第3855号

令和３年３月31日付け２農畜機第7109号
令和４年３月31日付け３農畜機第7113号
令和５年10月２日付け５農畜機第4259号
独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）が畜産経営の安定に関する法律（昭和36年法律第183号）に基づき、バターの競争入札による輸入業務委託及び売渡しについての同時契約（以下「同時契約」という。）を行う場合は、独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書（平成15年10月２日付け農林水産省指令15生産第4153号）及び指定乳製品等輸入要綱（昭和41年３月15日付け40畜団第934号）に定めるもののほか、この要領の定めるところによるものとする。
第１　輸入業務委託及び売渡しの相手方

機構がこの要領に基づき輸入業務委託及び売渡しを行う相手方は、次のとおりとする。ただし、暴力団等の反社会的勢力に該当する者は、輸入業務委託及び売渡しの相手方とはしないものとする。
１　輸入業務委託の相手方
（１）輸入業務委託の相手方は、指定乳製品等輸入業者指定要領（昭和59年１月26日付け58畜団第1763号）に基づき指定された者（以下「指定輸入業者」という。）及び（２）により登録を受けた輸入業者（以下「登録輸入業者」という。）とする。

（２）登録輸入業者は、次の要件を全て満たす者とし、同時契約に係る競争入札（以下「入札」という。）の前日までに、様式第１号を機構に届け出ることにより登録を受けるものとする。

ア　２の売渡しの相手方から推薦を受けた者であること。

イ　日本国内において会社法（平成17年法律第86号）に基づき法人登記していること。
ウ　食品表示基準（平成27年内閣府令第10号）の別表第一に定める酪農製品を過去３年間に１トン以上申告納税方式で輸入した実績を有する者であること。
２　売渡しの相手方

（１）売渡しの相手方は、次のいずれかとする。

ア　食品衛生法（昭和22年法律第233号） 第55条第１項の規定に基づく営業許可を受けた者であって、その許可に係る営業が、次のいずれかに該当するもの

（ア）乳処理業
（イ）菓子製造業
（ウ）アイスクリーム類製造業
（エ）乳製品製造業
（オ）清涼飲料水製造業
（カ）食肉製品製造業
（キ）食用油脂製造業
（ク）そうざい製造業
（ケ）複合型そうざい製造業（菓子（パン及びあん類を含む。）を製造する営業に限る。）
（コ）複合型冷凍食品製造業（菓子（パン及びあん類を含む。）を製造する営業に限る。）
（サ）密封包装食品製造業
（シ）添加物製造業
イ　アの者を構成員とする協同組合等

ウ　アの営業許可を受けていない乳製品の販売業者

（２）売渡しの相手方は、入札の前日までに様式第１号を機構に届け出ることにより登録を受けるものとする。
第２　輸入業務委託及び売渡しに係る競争入札の公告

１　機構が入札を行うときは、輸入業務委託条件及び売渡条件（以下「輸入委託売渡条件」という。）を別に定めるとともに、次の事項をホームページ掲載その他の方法によって公告するものとする。
（１）入札の日時、場所及び入札に付す数量

（２）バターの品目区分（以下「カテゴリー」という。） 

（３）入札参加資格者の要件

（４）応札数量の限度、受渡場所、受渡期間

（５）その他機構が必要と認める事項

２　１の公告は、入札の当日の前日から起算して少なくとも５日前までに行うものとする。
第３　入札参加申込み

第５の２により連名で入札に参加する輸入業務委託の相手方及び売渡しの相手方は、輸入委託売渡条件を承諾の上、機構に対して入札の前日までに売渡しの相手方が第４の入札保証金又はそれに代わる担保（以下「入札保証金等」という。）を納付し、又は提供するとともに、輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方のいずれか一方が、様式第２号を提出するものとする。

第４　入札保証金等

１　入札保証金の額は、輸入委託売渡条件で定めるものとし、銀行振込等により機構に納付するものとする。

２　１の入札保証金に代えて提供できる担保の種類は、国債、地方債又は利付金融債とし、その価額は、国債にあっては額面金額の９割（割引国債の場合は、額面金額からその割引率で控除された額の９割）とし、その他の債券にあっては額面金額の８割とする。
３　入札保証金等は、全額を契約保証金に充当する場合を除き、他に充当することはできないものとする。

４　入札保証金等は、入札が終了した後にこれを納付し、又は提供した者の請求により返還するものとし、入札保証金には利子を付さないものとする。

５　落札した売渡しの相手方が、第９の契約の締結に至らなかったときは、入札保証金等は、機構に帰属するものとする。

第５　入札の方法

１　入札は、カテゴリーごとに行うものとする。

２　入札は、機構が定める入札書により、輸入業務委託の相手方及び売渡しの相手方の連名で行うものとする。

３　入札書を提出する者は、輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方のいずれか一方とする。

第６　落札者の決定

１　機構は、入札書を審査し、売渡価格（消費税及び地方消費税に相当する額（以下「消費税相当額」という。）を除く。以下同じ。）と輸入業務委託価格（消費税相当額を除く。以下「輸入委託価格」という。）の差額が、機構があらかじめ定める売渡予定価格（消費税相当額を除く。）と輸入業務委託予定価格（消費税相当額を除く。）との差額以上である入札を有効応札とし、この中から当該差額が大きいものから順次予定落札数量に達するまで落札者を決定するものとする。この場合において、当該差額が同額の場合には、売渡価格が高いものから順に落札するものとする。

２　最後に落札となるべき入札書が２枚以上あるときは、くじによって落札者を決定するものとする。

３　入札に付した数量の全部又は一部の落札を決定できなかったときは、直ちに再度入札を行うことがあるものとする。

第７　入札の無効

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

（１）入札書の輸入委託価格若しくは売渡価格又は差額を訂正した入札、輸入委託価格、売渡価格及び差額の金額相互間に矛盾のある入札その他入札書の所定の記載方法によらない入札
（２）第三者を代理人として入札した場合の本人及び代理人が行った全ての入札
（３）輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方ごとに応札数量の限度を設けた場合において、輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方がその限度を超えて入札した場合の当該輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方が行った全ての入札
（４）納付した入札保証金等に見合う数量を超えて入札した場合の全ての入札
第８　輸入業務委託通知書及び売渡通知書の交付

機構は、第６により落札者を決定したときは、落札した輸入業務委託の相手方（以下「輸入委託先」という。）に対し落札した荷口に係る指定乳製品等輸入業務委託通知書（様式第３号。以下「委託通知書」という。）を、落札した売渡しの相手方（以下「買受人」という。）に対し落札した荷口に係る指定乳製品等売渡通知書（様式第４号。以下「売渡通知書」という。）を、それぞれ交付するものとする。

第９　契約

１　第８により機構が輸入委託先から引き取り、買受人に売り渡すバターのカテゴリー、数量、輸入委託価格、売渡価格、契約金額（消費税相当額を含む。以下同じ。）、受渡期間その他必要な事項は、機構と輸入委託先及び買受人との間において、入札ごとに契約をもって定めるものとする。

２　１の契約は、機構が輸入委託先及び買受人に対して委託通知書又は売渡通知書を交付し、当該買受人が第11の契約保証金又はそれに代わる担保（以下「契約保証金等」という。）を納付し、又は提供することにより成立するものとする。

３　輸入委託先及び買受人は、この契約にて、金銭のやり取り（輸入委託先と買受人（買受人から直接又は間接に現品を販売され、譲渡され、又は引渡しを受ける者を含む。）との間における金銭のやり取りをいう。以下同じ。）を行ってはならない。ただし、第10、第17の１（第17の２において準用する場合を含む。）、第17の４、第18の１、第19の１及び第22の５に基づくものについては、この限りでない。

４　輸入委託先及び買受人は、この契約に関連して、金銭のやり取りを行ったときは、速やかに、その原因及びやり取りした金銭の額その他必要な事項を機構に報告するものとする。
第10　連帯保証人

輸入委託先及び買受人は、第９の契約に関し、連帯してその履行の責を負うものとする。

第11　契約保証金等

１　契約保証金の額は、輸入委託売渡条件で定める額以上の金額とし、売渡通知書の交付の日の翌日から起算して原則７日（行政機関又は金融機関の休日の日数は算入しない。）以内に、銀行振込等により機構に納付するものとする。
２　１の契約保証金に代えて提供できる担保の種類及びその価額については、第４の２の規定を準用するものとする。
３　契約保証金等は、他に充当することはできないものとする。

４　契約保証金等は、当該契約に係る現品（以下「現品」という。）の受渡しが完了した後に、これを納付し、又は提供した者の請求により返還するものとし、契約保証金には利子を付さないものとする。
第12　委託証明書の交付及び輸入申告

１　機構は、輸入委託先からの船荷証券の写し及び現品が輸入条件に定める品質規格等に合致する旨の食品衛生法に規定する登録検査機関の発行する証明書（以下「成分証明書」という。）の写しの提出と引換えに、様式第５号の「指定乳製品等輸入業務委託証明書」を交付するものとする。
２　輸入委託先は、当該証明書を税関に提出することにより、当該記載された数量ごとに輸入申告を行うものとする。

第13　現品の受渡し

１　機構の輸入委託先からの現品の引取り及び機構から買受人に対する現品の引渡しは、同時に行うものとする。

２　機構は、輸入業務委託の相手方及び売渡しの相手方が、第９の１の契約において、輸入委託売渡条件で定める規格基準以外の規格基準を様式第２号別紙に定めた場合は、当該規格基準について、輸入委託先及び買受人が指定する検査機関により発行された検査証明書を提出させるものとする。ただし、検収により第17の１の現品の品位が明らかになったときは、３の検収済証をもってこれに代えるものとする。
３　機構は、輸入委託先の提出する指定乳製品等検収申込書（以下「検収申込書」という。）に基づき現品を検収するものとし、輸入委託先の発行する現品の荷渡指図書と引換えに指定乳製品等検収済証（以下「検収済証」という。）を交付して現品を引き取るものとする。ただし、買受人が指定乳製品等引取申込書（以下「引取申込書」という。）の提出及び第14の１の売渡代金の納付を怠った場合は、検収済証を交付しないものとする。

４　買受人は、輸入委託先の検収申込書の提出と同時に、現品の引取申込書を提出するものとする。

５　機構の買受人に対する現品の引渡しは、機構が第14の１の売渡代金の納付を確認した後に、買受人が提出する指定乳製品等荷渡指図書受領書と引換えに指定乳製品等荷渡指図書（以下「荷渡指図書」という。）を交付することによって行うものとする。

６　現品の受渡しは、指定乳製品等保管倉庫指定要領（昭和46年３月15日付け45乳第1594号）に基づき指定した倉庫又は第24の規定に基づき登録した倉庫において行うものとする。
７　買受人は、機構から現品の引渡しがあったときは、遅滞なく、現品を検査しなければならない。
第14　代金の納付方法及び支払

１　買受人は、現品の引取申込書を提出し、受理された日から原則７日（行政機関又は金融機関の休日の日数は算入しない。）以内の第15の検収の日までに、現品の売渡代金（売渡数量に売渡価格を乗じて得た額に消費税相当額を加えた額（円未満の端数は切り捨て。）をいう。）を銀行振込等により機構に納付するものとする。
２　輸入委託先は、輸入委託代金（検収数量に輸入委託価格を乗じて得た額に消費税相当額を加えた額（円未満の端数は切り捨て。）をいう。以下同じ。）の支払を受けようとする場合は、当該現品の輸入委託代金請求書を機構に提出するものとする。
３　機構は、２の輸入委託代金請求書を受理した日から起算して原則７日（行政機関又は金融機関の休日の日数は算入しない。）以内に、輸入委託代金を輸入委託先の指定する金融機関に振り込むものとする。ただし、輸入委託売渡条件で別途支払日を通知した場合は、その日に支払うものとする。
第15　検収

１　機構が行う現品の検収については、次のとおりとする。

（１）輸入委託先は、検収申込みを行うまでに、あらかじめ落札した荷口ごとに現品を仕分けして荷口を整えるものとする。

（２）機構が検収のため必要と認める場合は、現品の仕分、はい替又は実貫を輸入委託先に指示することがある。

（３）検収場所における検収に係る費用は、輸入委託先の負担とする。
２　検収に当たっては、あらかじめ輸入委託売渡条件に定める成分証明書を提出するものとする。
３　機構は、検収に当たって現品の検査をすることがある。

４　現品の検収において発見された不良品（包装の破損又は汚損等の著しいもの）及び不適格品（輸入委託売渡条件で定める要件に合致しないもの）の取扱いについては、別に定めるものとする。

第16　保管料の負担区分

現品の保管料は、検収済証を交付した日の属する期（引渡日の属する倉庫保管料の算定に用いる期をいう。以下同じ。）まで輸入委託先の負担とし、荷渡指図書を交付した日の属する期の次の期から買受人の負担とする。また、受渡場所への当該現品の入庫料は輸入委託先の負担とし、受渡場所から出庫する場合の出庫料については、買受人の負担とする。
第17　契約不適合責任、債務不履行等
１　輸入委託先が、損害のうち現品の品位が様式第２号別紙の現品の品位に係る損害の補填の表中Ａ欄規格基準の項目「取決値」（以下「取決値」という。）の欄に定める値より劣ることによるものを買受人に対して補填するときは、様式第２号別紙に定めるところによるものとする。
２　輸入委託先及び買受人は、現品の品位が取決値を上回る場合の取扱いについて取り決めることができる。この場合において、金銭の授受について取り決めるときは、１の規定を準用する。

３　１に規定する損害以外の現品の滅失、変質等の損害が明らかになったときは、買受人は直ちにその現品の使用を中止し、速やかにその旨を機構及び輸入委託先に連絡するものとする。

４　機構は、買受人から３の連絡を受けたときは、輸入委託先及び機構とその取扱いを協議する。

５　荷渡指図書を交付した後６か月以内に現品が契約の内容に適合しないこと（以下「契約不適合」という。）が発見された場合において、当該契約不適合が、輸入委託先又は買受人いずれの責任によるものでないことが明らかな場合であって、輸入委託先が関税定率法（明治43年法律第54号）第20条の規定に基づき当該現品に係る関税の払戻し、減額又は控除（以下「関税の払戻し等」という。）を受ける場合に、輸入委託先及び買受人の連名で契約解除の申出があったときは、機構は輸入委託先及び買受人に対し、契約の全部又は一部を解除することができるものとする。
６　機構は、買受人に対し、当該現品の契約不適合により発生した損害については、５の規定による契約解除等に応じる以外の責任を負わないものとする。
第18　危険負担

１　機構が荷渡指図書を交付するまでの危険は、輸入委託先が負担し、機構が荷渡指図書を交付した後の危険は、買受人が負担するものとする。ただし、荷渡指図書を交付した後６か月以内に発見された現品の契約不適合が、輸入委託先又は買受人いずれの責任によるものでないことが明らかな場合であって、輸入委託先が関税の払戻し等を受ける場合に、輸入委託先及び買受人の連名で契約解除の申出があったときは、機構は輸入委託先及び買受人に対し、契約の全部又は一部を解除することができるものとする。
２　機構は、買受人に対し、当該現品の滅失、契約不適合等により発生した損害については、１の規定による契約解除等に応じる以外の責任を負わないものとする。
第19　契約の解除等

１　機構は、契約の一部を変更する必要があると認めたときは、輸入委託先及び買受人と協議の上、契約の一部を変更することができるものとする。
２　輸入委託先又は買受人が次のいずれかに該当するときは、機構は、その者との契約の全部又は一部を解除することができるものとする。
（１）正当な事由により契約の解除を要求したとき。

（２）契約に関し虚偽の申告又は不正行為をしたとき。

（３）輸入委託先又は買受人が第９の３に違反したとき。

（４）輸入委託先が輸入委託売渡条件に定める引渡期限内に現品の引渡しを完了しなかったとき。

（５）正当な事由なくして契約の履行に関し、機構の指示に従わないとき。

（６）輸入委託先又は買受人が暴力団等の反社会的勢力に該当する者であることが判明したとき。

（７）その他正当な事由なくして契約の全部又は一部を履行せず、又は契約に違反したとき。
（８）第17の５又は第18の１のただし書により、契約を解除するとき。
３　機構が、２に基づき輸入委託先との契約の全部又は一部を解除したことにより、買受人に対して契約を履行することが不可能になった場合は、機構は、当該買受人との契約を解除することができるものとする。この場合、機構は債務不履行の責を負わないものとする。
４　機構は、３により契約を解除した場合には、買受人の請求によりその契約保証金等を返還するものとする。

第20　延滞金
買受人が契約保証金等を第11の１に定める期限までに納付し、又は提供しなかった場合又は買受人が買受代金を第14の１に定める期限までに納付しなかった場合には、機構は、納付すべき金額に対し、納付期限の翌日から起算して納付完了の日までの日数に応じ、民法（明治29年法律第89号）第404条第４項に規定する各期における法定利率を乗じて計算した額を延滞金として徴収するものとする。
第21　損害賠償等

輸入委託先及び買受人が、それぞれの責に帰すべき事由により機構に損害を及ぼしたときは、それぞれ機構に対する賠償の責を負うものとし、その賠償額及び支払条件は次のとおりとする。
１　輸入委託先及び買受人が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独禁法」という。）第３条の規定に違反した場合

（１）輸入委託先及び買受人が、次のアからエまでのいずれかに該当するときは、輸入委託先及び買受人は、機構の請求に基づき、業務委託金額（委託通知書に記載した契約金額の合計金額）又は売渡金額（売渡通知書に記載した契約金額の合計金額）の10分の１に相当する額を違約金として機構の指定する期間内に支払うものとする。
ア　独禁法第３条の規定に違反したことにより、公正取引委員会が輸入委託先及び買受人に対し、同法第７条の２第１項の規定に基づく課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき
イ　輸入委託先及び買受人（いずれもその役員又は使用人を含む。）の刑法（明治40年法律第45号）第96条の６又は独禁法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号に規定する刑が確定したとき
ウ　公正取引委員会が輸入委託先及び買受人に対し、独禁法第７条等の規定による排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき
エ　公正取引委員会が輸入委託先及び買受人に対し、独禁法第７条の４第７項又は第７条の７第３項の規定に基づき、課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき
（２）輸入委託先及び買受人が（１）の違約金を機構の指定する期間内に支払わないときは、輸入委託先及び買受人は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、民法第404条第４項に規定する各期における法定利率を乗じて計算した額の遅延利息を機構に支払うものとする。
２　輸入委託先及び買受人が１以外の理由で機構に損害を及ぼした場合

　　輸入委託先及び買受人が１以外の理由で機構に損害を及ぼした場合の賠償額及び支払条件は、機構が別に定めるものとする。

３　輸入委託先の責に帰すべき事由に基づく買受人の損害については、機構は、損害賠償の責を負わない。

第22　その他

１　輸入委託先及び買受人は、契約の履行を他に委任し、又は契約に基づく権利義務を他に譲渡することができないものとする。

２　機構は、契約保証金等をその期限までに納付し、又は提供しなかった者に対し、その後の入札参加資格の一時停止又は取消しを行うことができるものとする。
３　機構は、第19の２の（１）及び（８）以外の事由により契約を解除した者又は第21の２の機構に損害を及ぼした者に対し、当該契約に係る契約保証金等の全部又は一部を没収するとともに、その後の入札参加資格の一時停止又は取消しを行うことができるものとする。
４　機構は、第９の３の規定の遵守状況の確認のために必要があると認めるときは、輸入委託先及び買受人に対し、金銭のやり取りに関する報告を求めることができる。この場合において、輸入委託先及び買受人は、機構の求めに応じなければならない。
５　その他この要領及び輸入委託売渡条件に定めのない事項については、機構、輸入委託先及び買受人が協議の上、決定するものとする。

第23　売渡しに係る特例

１　買受人は、第９の契約の締結までに最終需要者までの流通販売計画（以下「計画」という。）を様式第６号の提出又は指定乳製品等売買システム（以下「システム」という。）への入力により機構に報告するものとする。
２　買受人は、契約締結後の９月末及び１月末の時点で計画の実施状況を確認し、当該年度の10月末及び２月末までに、様式第７号の提出又はシステムへの入力により機構に報告するものとする。
３　買受人は、最終需要者までの販売終了後、速やかに最終需要者までの流通販売実績（以下「実績」という。）を様式第８号の提出又はシステムへの入力により機構に報告するものとする。
４　機構は、買受人から提出された計画及び実績の内容を精査し、必要に応じて、買受人又は最終需要者等に対し、聞き取り調査の実施や追加報告を求めることができるものとする。

５　機構は、買受人から提出された計画及び実績を取りまとめ、農林水産省に報告するとともに、ホームページで公表するものとする。
第24　倉庫の登録
第13の６の規定による現品の受渡しに係る倉庫の登録を受けようとする者は、様式第９号により機構に届け出るものとする。また、届け出た事項及び添付書類に変更が生じたときは、遅滞なくその旨を機構に届け出るものとする。
附　則（平成21年４月１日付け20農畜機第4955号）
この要領の改正は、平成21年４月１日から施行する。

附　則

この要領の改正は、平成23年８月３日から施行する。
附　則

この要領の改正は、平成24年１月31日から施行する。
附　則

この要領の改正は、平成24年12月18日から施行する。
附　則（平成27年１月19日付け26農畜機第4379号）
１　この要領の改正は、平成27年１月19日から施行する。

２　この改正の施行日前に締結された機構と輸入委託先及び買受人との間の契約については、なお従前の例による。

附　則（平成27年５月26日付け27農畜機第970号）
１　この要領の改正は、平成27年５月26日から施行する。

２　この改正の施行日前に締結された機構と輸入委託先及び買受人との間の契約については、なお従前の例による。

附　則（平成28年９月30日付け28農畜機第3314号）
１　この要領の改正は、平成28年９月30日から施行する。
２　この改正の施行日前に締結された機構と輸入委託先及び買受人との間の契約については、なお従前の例による。

附　則（平成28年12月20日付け28農畜機第4768号）
１　この要領の改正は、平成28年12月20日から施行する。

２　この改正の施行日前に締結された機構と輸入委託先及び買受人との間の契約については、なお従前の例による。

附　則（平成30年３月26日付け29農畜機第6560号）
この要領の改正は、平成30年３月26日から施行し、平成30年４月１日から適用する。
附　則（平成30年12月14日付け30農畜機第5128号）
この要領の改正は、平成30年12月30日から施行する。
附　則（平成31年３月27日付け30農畜機第7461号）
この要領の改正は、平成31年３月27日から施行する。
附　則（令和元年９月27日付け元農畜機第3855号）
この要領の改正は、令和元年９月27日から施行する。
附　則（令和３年３月31日付け２農畜機第7109号）
この要領の改正は、令和３年４月１日から施行する。
附　則（令和４年３月31日付け３農畜機第7113号）
この要領の改正は、令和４年４月１日から施行する。
附　則（令和５年10月２日付け５農畜機第4259号）
この要領の改正は、令和５年10月２日から施行する。
様式第１号

バターの同時契約に係る


　登録輸入業者　　　の届出書

　　　　　　売渡しの相手方　（いずれかを〇で囲んで下さい）

　　年　　月　　日

独立行政法人農畜産業振興機構

理事長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　
平成20年６月27日付け20農畜機第1367号のバターの同時契約による

輸入業務委託・売渡要領第１の　　１の（２） 　　に基づき、下記のとおり
２の（２） 　（いずれかを〇で囲んで下さい）

届出をいたしますので、　　　輸入業者　　　　　として登録願います。

売渡しの相手方　　　（いずれかを〇で囲んで下さい)

記

	届出者記入欄
	１　法人名又は氏名
	　

	
	２　代表者の職名及び氏名
	　

	
	３　所在地（法人登記の所在地又は営業許可所在地）
	（〒　　　　　　　）
　

	
	４　担当部署名及び担当者氏名
	　

	
	５　所在地

（担当部署）
	（〒　　　　　　　）
　

	
	６　電話番号等
	　電話番号　　  :
ファックス番号：
メールアドレス：

	機構記入欄
	７　コード番号
	　

	
	８　輸入許可書（写）又は営業許可書（写）等の提出
	　


　（添付書類）
　届出者が輸入業者の場合

　　＊当該企業の登記簿謄本並びに業務概要及び直近の決算書

　　＊過去３年以内の乳製品輸入許可書の写し

　　＊売渡しの相手方からの輸入業者としての推薦状

　届出者が売渡しの相手方の場合

　１　営業許可を受けている者は､営業許可書（写し）
　２　１の者を構成員とする団体又は乳製品の販売業者は､定款

様式第２号

　　年　　月　　日

独立行政法人農畜産業振興機構

理事長　　　　　　　　　殿

コード番号　　　　　　　　　　
所在地　　　　　　　　　　
輸入業務委託の相手方　　　　　　　　　　
又は売渡しの相手方　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　
バターの同時契約に係る競争入札の参加申込み

年　月　日実施のバターの同時契約に係る競争入札に参加したいので、バターの同時契約による輸入業務委託・売渡要領及び輸入委託売渡条件を承諾の上、入札保証金　　　　円（又はこれに代わる担保として　　　　）を添えて申し込みます。

なお、当該入札を辞退した場合や不落札になった場合等の入札保証金の返還先は下記のとおりです。
また、当社（又は当団体）が今回の入札に参加する場合の輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方として予定している者のリスト及び現品の品位に係る損害の補填は別紙のとおりです。

記

　入札保証金の返還先

　　名義人；

　　金融機関名；　　　　　　口座番号；

（注）なお書は銀行振込みによる返還の場合のみ記入する｡

別紙

輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方リスト

輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方会社名;

輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方

	　
	コード番号
	輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方
	応札予定数量

	１
	　
	　
	　

	２
	　
	　
	　

	３
	　
	　
	　

	４
	　
	　
	　

	５
	　
	　
	　

	６
	　
	　
	　

	７
	　
	　
	　

	８
	　
	　
	　

	９
	　
	　
	　

	10
	　
	　
	　


現品の品位に係る損害の補填
	
	輸入業務委託の相手方又は売渡しの相手方
	Ａ欄
規格基準の項目

「取決値」
	Ｂ欄
補償金単価

（トン当たり単価）

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	８
	
	
	

	９
	
	
	

	10
	
	
	


注１：損害とは、買受人が機構から引き渡された現品の品位が、Ａ欄に定める取決値より劣っていることをいう。
注２：補償金額は、Ｂ欄に定める補償金単価に、損害を受けた現品の数量を乗じて得た額とする。
注３：検収又は輸入委託先及び買受人が指定する検査機関による検査の結果、当該現品の規格基準の数値が、輸入委託先及び買受人がＡ欄に定めている項目の取決値より劣る場合の補償金の単価は、Ｂ欄によるものとする。なお、Ｂ欄には、数値、算定式又は算定の考え方を記入し、輸入委託先及び買受人があらかじめ協議して定めた補償金単価の算定に必要な数値の測定方法がある場合は、当該測定方法がわかる書類を当契約書提出時に添付することとする。
注４：第17の２の規定により輸入委託先が買受人に対してＡ欄の取決値を上回る場合に追加費用の支払を求める場合は、Ｂ欄にその旨明記する。
様式第３号

農畜機第　　　　　　号

　　年　　月　　日

指定乳製品等輸入業務委託通知書
輸入業者あて

住所

名称

代表者

独立行政法人農畜産業振興機構　

理事長　　　　　　　　　　　
バターの同時契約による輸入業務委託・売渡要領に基づき  　　年　　月　　日に実施した入札の結果、その買入れ及び輸入業務を貴社に委託するので通知します。

記
	カテゴリー区分
	数量
	その他の条件

	
	ＭＴ

	

	－－－
	合　　計
	－－－


　　　　契約番号、製造国等は、別紙明細のとおり。

様式第４号

農畜機第　　　　　　号

　　年　　月　　日

買受人あて

住所

名称

代表者

独立行政法人農畜産業振興機構

理事長　　　　　　　　　　
指定乳製品等売渡通知書

（バター）
バターの同時契約による輸入業務委託・売渡要領に基づき　　年　月　日に実施した入札の結果、下記のとおり貴社（又は貴団体）に売り渡すこととしましたので通知します。

記

数量　　　　　　トン

受渡期限　　　　　年　　月　　日まで

様式第５号

農畜機第　　　　　　号

　　年　　月　　日

指定乳製品等輸入業務委託証明書

輸入業者あて

住所

名称

代表者
独立行政法人農畜産業振興機構

理事長　　　　　　　　　印
畜産経営の安定に関する法律第17条第１項又は第２項に基づき農畜産業振興機構が行う下記の指定乳製品等の輸入について、独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書第253条第１項第１号に基づき、その買入れ及び輸入業務を貴社に委託したことを証明する。

記

	契約番号
	船荷証券番号
	関税率表番号
	品名
	数量

	　
	　
	　
	　
	ＭＴ



	　
	　
	　
	　
	　


様式第６号
　　年　　月　　日

最終需要者までの流通販売計画

独立行政法人農畜産業振興機構

　理事長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　

電話及びＦＡＸ番号　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　
バターの同時契約による輸入業務委託・売渡要領第23の１の規定に基づき、○○年○月○日付けで売渡通知を受けたバター○○トンについて、下記のとおり最終需要者までの流通販売計画を提出します。

記

１　買受者の販売計画

	機構からの引渡時期
	購入数量

（トン）
	形態
	販売時期
	販売又は自社使用数量

（トン）
	販売先

（業態）
	販売先数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注１：形態は、バラ、小物、ポンド、シート等を記載。

２：販売先（業態）は、自社使用、乳業・アイスクリーム、はっ酵乳・乳酸菌飲料、加工油脂、製パン、製菓、飲料、調理食品、外食・ホテル、小売、卸売などの業態を記載。

２　最終需要者以外の販売計画

	１の販売先

（卸売など）
	購入数量

（トン）
	形態
	販売時期
	販売又は自社使用数量

（トン）
	販売先

（業態）
	販売先数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注１：１の買受者の販売計画の販売先（業態）が、卸売など最終需要者以外の場合に記載。
２：卸売などの販売先別に、最終需要者（１の注２の業態をいう。）までの販売先を記載。
３：販売先（業態）が卸売などの場合は、さらに最終需要者までの販売先（業態）がわかるように同様の計画表を作成すること。
４：形態は、バラ、小物、ポンド、シート等を記載。
様式第７号
　　年　　月　　日

最終需要者までの流通販売計画の実施状況
独立行政法人農畜産業振興機構

　理事長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　
電話及びＦＡＸ番号　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　
バターの同時契約による輸入業務委託・売渡要領第23の２の規定に基づき、○○年○月○日付けで売渡通知を受けたバター○○トンについて、下記のとおり○○年○月○日時点の最終需要者までの流通販売計画の実施状況を報告します。

記

１　買受者の販売計画の実施状況
	機構からの引渡時期
	購入数量

（トン）
	形態
	販売時期
	販売又は自社使用数量

（トン）
	販売先

（業態）
	販売先数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注１：形態は、バラ、小物、ポンド、シート等を記載。

２：販売先（業態）は、自社使用、乳業・アイスクリーム、はっ酵乳・乳酸菌飲料、加工油脂、製パン、製菓、飲料、調理食品、外食・ホテル、小売、卸売などの業態を記載。
２　最終需要者以外の販売計画の実施状況
	１の販売先
（卸売など）
	購入数量

（トン）
	形態
	販売時期
	販売又は自社使用数量

（トン）
	販売先

（業態）
	販売先数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注１：１の買受者の販売計画の実施状況の販売先（業態）が、卸売など最終需要者以外の場合に記載。

２：卸売などの販売先別に、最終需要者（１の注２の業態をいう。）までの販売先を記載。

３：販売先（業態）が卸売などの場合は、さらに最終需要者までの販売先（業態）がわかるように同様の状況表を作成すること。

４：形態は、バラ、小物、ポンド、シート等を記載。

様式第８号

　　年　　月　　日

最終需要者までの流通販売実績

独立行政法人農畜産業振興機構

　理事長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　
電話及びＦＡＸ番号　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　
バターの同時契約による輸入業務委託・売渡要領第23の３の規定に基づき、○○年○月○日付けで売渡通知を受けたバター○○トンについて、下記のとおり最終需要者までの流通販売実績を提出します。

記

１　買受者の販売実績

	機構からの引渡時期
	購入数量

（トン）
	形態
	販売時期
	販売又は自社使用数量

（トン）
	販売先

（業態）
	販売先数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注１：形態は、バラ、小物、ポンド、シート等を記載。

２：販売先（業態）は、自社使用、乳業・アイスクリーム、はっ酵乳・乳酸菌飲料、加工油脂、製パン、製菓、飲料、調理食品、外食・ホテル、小売、卸売などの業態を記載。
２　最終需要者以外の販売実績

	１の販売先
（卸売など）
	購入数量

（トン）
	形態
	販売時期
	販売又は自社使用数量

（トン）
	販売先

（業態）
	販売先数

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


注１：１の買受者の販売実績の販売先（業態）が、卸売など最終需要者以外の場合に記載。

２：卸売などの販売先別に、最終需要者（１の注２の業態をいう。）までの販売先を記載。

３：販売先（業態）が卸売などの場合は、さらに最終需要者までの販売先（業態）がわかるように同様の実績表を作成すること。

４：形態は、バラ、小物、ポンド、シート等を記載。
様式第９号
　　年　　月　　日

指定乳製品等（バター）に係る保管倉庫届

独立行政法人農畜産業振興機構

　理事長　　　　　　　　　殿

所在地　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　

バターの同時契約による輸入業務委託・売渡要領第24の規定に基づき、現品の受渡しに係る倉庫の登録について、下記のとおり必要書類を添えて届け出ます。

記

１　登録希望倉庫名
２　庫室番号
３　所在地
４　倉庫担当者及び連絡先
　　所属部署
　　担当者氏名
　　電話番号
　　ファックス番号
　　メールアドレス

５　添付書類
（１）倉庫概要（会社概要、定款、直近時点の営業報告等）
（２）保税蔵置場所の許可書の写し
（３）保税蔵置場所の設備、営業面積等を記した書類及び倉庫の見取図
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